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21.5)。これとのかかわりでは、例えば少年の措
置入院や、一時保護所、児童自立支援施設、児童
養護施設への収容のあり方なども本来は検討され
るべき問題となる。しかし、本稿においては、よ
り重大な問題を抱えていると考えられる刑事政策
目的をもつ狭義の少年司法に関係する身体拘束処
分のあり方に対象を限定することにしたい。

１ は じ め に

本稿は、国際人権法の観点から少年の拘禁施設
のあり方について検討を加え、日本における課題
を探ることを目的とする。
視座に据えるｒ国際人権法」の中心となるの

は、子どもの権利条約のほか、少年司法運営に関
する国連最低基準規則（北京ルールズ)、少年非行
予防のための国連ガイドライン（リヤド・ガイドラ
イン)、自由を奪われた少年の保護のための国連
規則（ハバナ・ルールズ）という国際準則であ
る')。本稿ではさらに、国連子どもの権利委員会
(CRC)による2007年の一般的意見10号「少年司
法における子どもの権利｣、同委員会により過去
３回（1998年、2004年、2010年）示されている子ど
もの権利条約の実施状況に関する日本政府報告に
対する総括所見(CRC/C/15/Add.90、CRC/C/15/
Add.231、CRC/C/JPN/CO/3)、そして2008年に制
定された「制裁又は措置を受ける少年の法違反者
のための欧州規則」（グライフスヴアルト・ルー典
ズ）を参照する。
国際人権法規範からみた場合、「少年の拘禁望
という概念自体が解明を要する問題である。とい
うのも、そこで「自由の剥奪」という概念は、目
的の如何や主体の公私を問わず広く理解されてし
るからである（ハバナ１１項〈a)、グライフスヴアルト

２少年に対する自由剥奪に関する
国|際人権法の基本的な考え方

子どもの権利条約を頂点とする国際人権法は.-
不法または窓意的な身体拘束を禁止し、最終手段
として最短期間においてのみ身体拘束を認めた上
で（条約37条(W)、身体拘束処分が行われる場合の
条件の整備を求めている。
身体拘束処分の最終手段性と最短性は、被疑事

実との比例性から導かれるものではなく、厳格に
定められた例外的状況において、「子どもが必要
とする保護を他の方法では与えることができない
場合にのみ自由の剥奪を用いることができるとい
う意味｣2)である。ダイバージョンの促進や身体
拘束処分の代替策の積極的な活用が、コミュニテ
ィを基盤とする処遇の拡充と関連づける形で求め
られているのは（北京11条、一般的意見３項、２４項二
27項)、これと表裏をなしている。しかし、この
ことは、保護という目的それ自体で身体拘束処分

l）これらの相互関係については特に斉藤豊治「少年司法-｣法セミ439号（1991年）６２-６５頁を参照。以下において、子どもの権
利条約は「条約｣、一般的意見１０号は「一般的意見」と記し、国際準則の引用にあたっては「ルールズ」・「ガイドライン」の文
字を省略する。旗お、本稿では文献註を最小限にとどめざるをえなかった。ご海容をお願いしたい。
2）国連ウィーン事務所、平野裕二（訳）『少年司法における子どもの権利』（現代人文社、２〔)01年）５９頁。この意味で、身体拘束
処分の最終手段性と最短性の原則は個別処遇の考えを内在させている。グライフスヴアルト５も参照。
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